
明和町が財政力指数 1.44を達成！ 
～地方交付税不交付団体となりました～ 

 

令和 8 年 7 月 24 日の日本経済新聞の記事で、“群馬・明和町、2 年ぶり

不交付団体に「交付税不要」北関東は 8 市町村”と報じられました。 

  

地方交付税とは、税収が少ない自治体でも一定の行政サービスを提供で

きるよう、国が自治体間の財源を調整する仕組みです。全国の市町村の多

くがこの地方交付税の交付を受けて行政運営を行っており、地方交付税を

受け取らずに財政運営ができる「不交付団体」は、全国でわずか 85 団体

です。一方で、交付を受ける団体は 1,680 団体にのぼります。圧倒的多数

が交付団体という中で、明和町が少数派に加わりました。 

不交付団体になることは、税収基盤がしっかりしていることの証でもあ

ります。自主財源が豊かであれば、子育て、教育、福祉などの分野で、町

独自の施策を展開しやすくなるという面があります。 



しかし、ここで見落としてはいけないこと

があります。不交付団体になると、町債（借

金）を返す際の国からの財政支援（交付税措

置）が無くなることや、一般的な補助金も一

部減額され支給されることになり、不利に

なる場面が多々あることです。一部の方は、

不交付団体だから何でも出来ると勘違いしていますが、「不交付団体にな

ったから安心」ということではありません。むしろ、国から

の財源に頼ることなく、自らの財源で将来を見据えた行政

運営を行っていく覚悟が求められる立場になったというこ

とです。 

 

【明和町が県下トップに躍り出ました】 

令和 8 年度は、群馬県内 35 市町村のうち、太田市、大泉町、そして明

和町の３団体が不交付団体となりました。財政力指数が 1.0 を超えると地

方交付税が交付されない地方交付税不交付団体となります。それぞれの令

和 8 年度財政力指数は、太田市 1.04、大泉町 1.04、明和町は 1.44 です。

3 年間の平均値でも、太田市 1.015、大泉町 0.999、明和町は 1.054 とな

り、明和町が県下トップに躍り出た格好です。 

明和町の財政力指数 1.44 という数字は、1 万 600

人の町が 1 年間にどのくらいの歳入（税収）があれば

やっていけるかを示す基準財政需要額に対して、明

和町がどれだけの財政力を持っているかを示す数字

です。愛知県豊田市 1.45、隣接する刈谷市 1.41 に並



ぶ数字です。あのトヨタ自動車のお膝元である自治体と並んだということ

になります。 

 

【必ずある浮沈】 

明和町は、平成１９年度と平成２０年度の２年間、地方交付税不交付団

体になったことがあります。 

しかし、平成２０年９月にリーマン・ショックが発生します。リーマン・

ショックとは、米国の大手投資銀行リーマン・ブラザーズの破綻をきっか

けとして、世界中に広がった金融危機のことです。大手金融機関の経営危

機や世界的な株価下落などにもつながり、日本も株価の暴落や円高・ドル

安の急速な進行などを招きました。リーマン・ショックから立ち直るまで、

平均株価が過去最安値を更新するなど、世界経済に深刻な影響が数年にわ

たって続きました。世界市場が下落前の水準を回復するまでには、約 5 年

半の期間を要したと言われていますが、日本は東日本大震災や民主党政権

による株価低迷が続きました。 

 

 

 

 

 

 

【株式の暴落と金融市場の大混乱】 



明和町は平成 20 年を最後に再び不交付団体になるまで、何と 16 年もの

歳月を要しました。令和 6 年度には、財政力指数 1.04 で再び地方交付税

不交付団体になりましたが、令和 7 年度には、

半導体不足から企業生産活動への影響もあり、

再び交付団体となりました。そして令和 8 年度、

4度目の地方交付税不交付団体となったわけで

す。しかし、これから先いつ不況が来るか分か

りません。調子の良いときこそ、兜の緒をしめ

ていきます。 

 

 



明和町が不交付団体となったことは、大変喜ばしいニュースです。しか

し、「財政力があるから大丈夫」で終わらせるのではなく、中期的な財政

計画をしっかりと立て、将来を見据えた行政運営をしていくことが、これ

からの明和町には欠かせません。 

私の先代の恩田町長は、平成 19 年度と 20 年度の 2 年間について地方交

付税不交付団体を経験して、「職種の違う税収安定企業を誘致したい」と

絶えず言っていました。この言葉は、後の凸版印

刷誘致や今回のツムラ誘致に繋がっていきます。

一つの企業や一つの産業に依存するのではなく、

さまざまな業種の企業に町へ進出していただく

こと。それが、町の財政基盤を安定させ、将来に

わたって持続可能なまちづくりを進める上で重

要だと私も考えています。 

 

【地方交付税の計算式とは】 

普通交付税は、「基準財政需要額」から「基準財政収入額」を差し引い

たときに、財源不足が生じる地方公共団体に対して、財源不足額の大きさ

に応じて国から交付されるものです。地方交付税総額のうち、94％に相当

する額が普通交付税として地方公共団体に交付されます。 

 

 

 



計算式 

普通交付税 ＝（基準財政需要額－基準財政収入額）＝ 財源不足額

（交付基準額） 

 

基準財政需要額とは 

地方交付税法第 11 条の規定により算定される、合理的・客観的な指標

をもとに計算された当該団体の標準的な行政経費。 

基準財政需要額 ＝ 単位費用 × 測定単位 × 補正係数 

単位費用：測定単位当たりの費用 

測定単位：人口、面積など 

補正係数：人口密度や寒冷・積雪の度合いなどに基づく係数 

 

基準財政収入額とは 

 地方交付税法第 14 条の規定により算定される、当該団体の標準的な

税収入の一定割合により算定した額。 

基準財政収入額 ＝ 自治体の税収入×原則として 75％＋地方譲与税 

 

明和町の地方交付税＝基準財政収入額（前年の税収 60 億×75％＋ 

地方譲与税）－基準財政需要額（約 32 億 6 千万円(国が決めた金額)） 

＝▲14 億 3 千万円＝0（交付税不交付）  

※令和８年度は普通交付税 0 となりました。 



【まだまだ続く企業誘致】 

明和町の企業誘致はまだまだ続きます。優良企業を誘致して財政の安定

と住民の皆様の就業場所の提供、そして新たな住み替えも出来る土地や住

宅の提供もして行きます。 

人が住める環境、仕事があり、家族と買い物や食事が出来て、教育や福

祉、医療や子育て支援も充実する誰もが住みたくなる町、そんな「オール

インワンの明和町」をつくりあげるために、これからも切磋琢磨してまい

ります。ご期待ください。 

 

オールインワンのまちづくり 

 

令和８年８月３１日 

明和町長  冨塚もとすけ 


